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発表の流れ

Ⅰ なぜ費用・便益分析か？

Ⅱ 容器包装リサイクル法とは

Ⅲ 経済産業省による費用・便益分析

Ⅳ 結果と考察、問題点

Ⅴ さらなる便益分析

Ⅵ 終わりに



Ⅰ　なぜ費用・便益分析か？

ペットボトルの生産量とリサイクル量の推移
（ペットボトルリサイクル推進協議会より）
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Ⅱ 容器包装リサイクル法とは

１ 位置付け

２ 役割分担

３ 実施状況

４ お金の流れとモノの流れ



Ⅱ-１　容リ法の位置付け

環境基本法

循環型社会形成推進基本法

廃棄物処理法 再生資源利用法

＜個別物品の特性に合わせた規制＞

容器包装

リサイクル法

家電

リサイクル法

建設資材

リサイクル法

食品

リサイクル法



Ⅱ-２ 役割分担

• 消費者・・・分別排出

• 市町村・・・分別収集

• 特定事業者・・・再商品化



Ⅱ-３ 実施状況

大企業

中小企業

小規模
事業者

ガラスびん・PETボトル

紙製・プラ製容器包装

紙製・プラ製容器包装

ガラスびん・PETボトル

再商品化義務は免除

平成９年 平成１２年



Ⅱ-４ お金の流れとモノの流れ



Ⅲ　経済産業省による費用・便益分析

１ 分析対象

２ 特定事業者

３ 市町村

４ 社会的便益



Ⅲ-１ 分析対象（主体）

• 特定事業者

　　内部コスト

　　再商品化委託費用

• 市町村

　　収集運搬、中間処理、最終処分

　　再商品化委託費用

• 社会的便益



Ⅲ-１ 分析対象（品目）

• ガラスびん

• ＰＥＴボトル



Ⅲ-２ 特定事業者

費用

• 内部コスト

• 容リ協会に払う再商品委託費用

再商品化費用、および容リ法に対応するための社内体制整備
や容器包装の使用削減等にかかる費用

素材構造に配慮した製品開発

独自リサイクル構築費

情報管理システム構築費

帳簿の整備などの年間コスト　　　　など

内部コストとは？



Ⅲ-３ 市町村

費用

• 収集運搬にかかる費用

• 中間処理にかかる費用

• 容リ協会に払う再商品化委託費用

便益

• 埋立処分量削減（不燃ごみの収集を減ら
すことによる便益）



Ⅲ-３ 市町村

経済産業省の仮定１

• 一人年間ゴミ排出量を３４０ｋｇ

• 可燃ごみ全体ごみ量の７３％

• 不燃ごみ全体ごみ量の２７％

• ガラスびん全体ごみ量の５％

• ペットボトル全体ごみ量の０．７％

• 分別収集により、家庭排出容器包装の７０％が回収

• 分別収集されない場合、ガラスびん・ペットボトルは不燃ごみと
して処理されるものとする

• 最終処分場については、既設の場合と、２００４年に新設する場
合の２ケースで検討。 これらの仮定は正しいか？

　　　　　　　　　　　　　(赤字は独自の前提)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→４０８Ｋｇ（１.１１８ｇ×３６５）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　→ペットボトル２６．７％　ガラスびん８８．９％



Ⅲ-３ 市町村

○分別収集開始前後の処理方法
容器包装種別 分別収集開始前 分別収集開始後

①専用の荷台つきトラック(平ボディ車)で収集
②選別施設で色別に選別
③専用の保管施設で保管
①専用の収集車(パッカ－車）で収集
②選別・圧縮施設で不純物を選別・除去、
ペットボトルを圧縮
③専用の保管施設で保管

※不燃ごみとして
収集し、破砕、資

源物回収などの処
理後、埋立処分

ガラスびん

ペットボトル



Ⅲ-３ 市町村
○費用試算の具体的方法
費用の種類 分別収集開始前 分別収集開始後

①ガラスびんは選別施設、保管施設の減価償却、維持管理
費及び人件費を計算
②ペットボトルは選別・圧縮施設、保管施設の減価償却費
及び人件費を計算
③不燃ごみの処理量の減量に伴う処理費用の減少を計算
①最終処分量の減量に伴う処分費用(維持管理費）の減少
を計算
②最終処分量が減り使用可能年数が延びることによる処分
費用(減価償却費)の減少を計算
③最終処分費用の減少分(＝①＋②)を計算

①     収集運搬に車が何台必要か計算

１トン当たりの処分
費用と処分量から
埋立処分費用を計

算

最終処分費用

経済産業省資料「容リ法の効果、市町村の追加的費用、社会的費用の削減効果の算定根拠｣より

②     一台当たり車輌費用（減価償却費・維持管理費・燃料費及び人件費の合計）

③収集運搬費用（＝①×②）を計算

①１トン当たりの処
理費用と処理量か
ら不燃ごみ処理費

用を計算

中間処理費用

収集運搬費用

一日に運べる回数と収集量を変化



Ⅲ-４ 社会的便益

経済産業省のモデルで数値化されているもの

便益

•枯渇性資源の採取削減効果
•埋め立て処分場延命効果



Ⅳ　結果と考察､問題点

１ 容リ法施行による追加的コスト

２ 分析の結果

３ 分析の問題点



Ⅳ-１ 容リ法施行による追加的コスト
経済産業省モデル

１９９９年（百万円）

既設採取処
分の場合

新設最終処
分の場合

ガラスびん 1,070 1,070
ペットボトル 4,021 4,021

972 972
ガラスびん 6,020 6,020
ペットボトル 6,846 6,846

18,929 18,929

ガラスびん 1,451 6,868
ペットボトル 676 3,202
ガラスびん 305 305
ペットボトル 6,961 6,961

9,393 17,336

9,536 1,593ネットコスト（＝Ａ－Ｂ）

便益

市町村
埋立所分
量削減便

社会的費用(枯渇性資源
の採取)削減

小計B

コスト

事業者
再商品化
委託費用

市町村
内部コスト

分別収集
導入等費
小計A



Ⅳ-１ 容リ法施行による追加的コスト
仮定を変化させたモデル

１９９９年（百万円）
既設採取処
分の場合

新設最終処
分の場合

ガラスびん 1,070 1,070
ペットボトル 4,021 4,021

972 972
ガラスびん 3,860 3,860
ペットボトル 8,402 8,402

18,325 18,325

ガラスびん 1,630 7,716
ペットボトル 769 3,641
ガラスびん 305 305
ペットボトル 6,961 6,961

9,665 18,623

8,660 -298

コスト

事業者
再商品化
委託費用

市町村
内部コスト

分別収集
導入等費
小計A

便益

市町村
埋立所分
量削減便

社会的費用(枯渇性資源
の採取)削減

小計B

ネットコスト（＝Ａ－Ｂ）



Ⅳ-２ 分析の結果

現在は費用＞便益

• 将来的に処分場費用の高騰

• 枯渇性資源の採取削減効果の増大

• 再商品委託費用の低下

により

将来は費用＜便益



Ⅳ-２ 分析の結果

事業者

市町村
分別収集
等

枯渇性
資源

埋立処分
削減

市町村
分別収集
等

事業者

埋立処分
削減

枯渇性
資源

平成１１年 将来

費用＞便益 費用＜便益



Ⅳ-３ 分析の問題点

費用便益分析の問題点　

　（社会的便益について）

　　　ＣＯ２排出削減便益

　　　エネルギー削減便益

　　　　　　　　　　　が考慮されていない！



Ⅴ　さらなる便益分析

ＣＯ２排出削減便益、エネルギー削減便益算出



ＣＯ２排出削減便益、エネルギー削減便益算出

１．再商品化工程での費用増

２．バージン原料回避量分の費用減

３．原油及びナフサの輸入回避額(エチレン・キシレンは
全て国産と仮定）　→輸入量がわからなかった

４．焼却回避（７０％のPETボトルは焼却されていたと仮
定）

　　　→１～４の各段階でのCO2と電力の量を計算

５．電力購入回避額



ペットボトルのフロー図

原油 エチレングリコールナフサ ＰＥＴ樹脂

ボトル

その他

成型品

シート

繊維

テレフタル酸

ＰＥＴボトル

その他ごみ

不法投棄

中間処理

ＰＥＴ樹脂原油 ナフサ

分別収集

再商品化工場再商品化工場

46890ｔ

65125ｔ

再商品化率
72％

原油 エチレングリコールナフサ ＰＥＴ樹脂

ボトル

その他

成型品

シート

繊維

ボトル

その他

成型品

シート

繊維

テレフタル酸

ＰＥＴボトル

その他ごみ

不法投棄

中間処理

ＰＥＴ樹脂原油 ナフサ

分別収集

再商品化工場再商品化工場

46890ｔ

65125ｔ

再商品化率
72％

数値は1999年を仮定　
埼玉工業技術センター資料より作成



再商品化工程

埼玉工業技術センター資料より作成

ＰＥＴ樹脂製造工程
収集PETベール

１ｋｇ

再生PET樹脂
0.7638ｋｇ

電力　0.584kwh

ＣＯ２　0.503Kg
PETスクラップ　 0.360Kg

ＰＥＴ樹脂製造工程
収集PETベール

１ｋｇ

再生PET樹脂
0.7638ｋｇ

電力　0.584kwh

ＣＯ２　0.503Kg
PETスクラップ　 0.360Kg

0.72ｋｇ



PET樹脂製造過程

ＰＥＴ樹脂製造工程石油 PET樹脂 1ｋｇ

電力　1.546kwh

ＣＯ２　0.2789Kg

ＰＥＴ樹脂製造工程石油 PET樹脂 1ｋｇ

電力　1.546kwh

ＣＯ２　0.2789Kg

埼玉工業技術センター資料より作成



PETボトル焼却工程

埼玉工業技術センター資料より作成

清掃工場(焼却）清掃工場(焼却）
PETボトル
１Kg

CO2  2.29kwh

電力　0.641kwh

Ｋｇ



ＣＯ２排出削減便益、エネルギー削減便益算出

便益算出に必要なまえおき

1kwh生産するのに発生するCO2の量(co2-g/kwh)
　　　　各電源種別のCO２排出量×電力量構成比

　　　　＝380(co2-g/kwh)

CO2/ｔ当たりの値段

　　　　７．５万円/ｔ～２．７万円/ｔ



ＣＯ２排出削減便益、エネルギー削減便益算出



ＣＯ２排出削減便益、エネルギー削減便益算出



ＣＯ２排出削減便益、エネルギー削減便益算出

5.電力購入回避額

=再商品化工程の電力-バージン原料を使用したときの電力

電力の値段

　　　１５(円/kwh) 工業用電力の平均値



ＣＯ２排出削減便益、エネルギー削減便益算出

CO2減少
量合計(t)

CO2による便益
合計(百万円）

電力購入回
避額合計(百
万円）

便益合計
(百万円)

国立環境研究所 7.3 112618.2 8221.131117 339.647715 8560.779
全国地球温暖化防止

活動推進センター 2.566667 112618.2 2890.534685 339.647715 3230.182
環境評価と環境会計 2.7382 112618.2 3083.712497 339.647715 3423.36

1ｔあたりのCO2の値段
(万円/ｔ-CO2）

１９９９年の再商品化量46890ｔをもとに算出

この便益を先ほどの分析に加算する！

既設採取最終処分場　ネットコスト　99～5,430 （百万円）
新設採取最終処分場　ネットベネフィット
　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,721～8,859 （百万円）

　



ＣＯ２排出削減便益、エネルギー削減便益算出

この分析の問題点
　１　原油及びナフサの輸入回避額
　２　運搬の際の環境負荷（ＣＯ２、ガソリンなど）
　３　原油採取削減の際の社会的便益　
　４　PETのサイズの区別していない
　
　を考慮する必要がある

　石油及びナフサの価格は上昇しているので今後はよ
り便益が上がるだろう

やってよかった☆容リ法！



ＣＯ２排出削減便益、エネルギー削減便益算出

今後の課題
　さらなる検証が現実的か、否かの検証
　ガラスびんの分析
　ＮＯｘＳＯｘの分析
　



Ⅴ　終わりに

・施行後日が浅い。

・データ不足

　　　市町村が正しく申告すべき。

特定事業者の内部コストのデータ

⇒引き続き継続的な分析が必要である！

・家電リサイクル法への応用
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